予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名　木の国・山の国ぎふ木づかい運動支援事業補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　林政部　県産材流通課　需要拡大係　電話番号：058-272-1111（内3014 ）

　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　2,160千円（前年度予算額：2,400千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,400

	要求額
	2,160
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,160

	決定額
	2,160
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,160


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　①経緯
　　・県産材利用の一層の推進を図るため、木造住宅講習会・研修会の実施、木

材利用に関する展示会や巡回ＰＲ活動、相談活動及びパンフレットの作成等を実施してきた。また、青少年への普及啓発も平成１７年度より実施している。

　②現状と問題点
　　・「安心」で「安全」な住宅が消費者に求められる中、そのニーズに応える木材や住宅を、県内の木材業界から積極的にＰＲし、中部地区での需要拡大を図る必要がある。
・政策総点検、木づかい関連イベントの参加状況やアンケートの結果、県民における生活での木づかいへの関心は高まっており、「木の国・山の国」を今後担う世代である子どもたちに、木とふれあう機会を創出することはこれからの木づかい推進に不可欠である。
（２）事業内容

県産材の利用拡大を進めるために木材関係団体が実施する県産材販売促進・販路拡大・木育活動等に事業費の２分の１の範囲で助成する。

①県産材販路拡大学習会の開催

　　　　　木に対する理解を深めるための学習会や新技術、普及啓発および販売戦略の手法等について考える研修会を開催する。

②県産材販売促進資料等の作成

　　　　　木材利用推進のための方策を推進する協議会による県産材の販売拡大に関する資料作成を実施する。

③県産材展示会等の開催等

　　　　　県産材の需要拡大のため、消費者や岐阜県産材を利用したことのない都市部などの木材関係者向けに、「東濃桧」「長良杉」等地域材を活用した住宅展示会等を開催する。

④消費者向け相談活動等の実施

　　　　　木造住宅に関する消費者相談窓口の設置や、木造住宅・県産材商品情報の提供、消費者向けセミナーや相談会を開催する。

⑤木育活動の実施

　　　　　児童生徒等将来の木材需要者に対する効果的な木育活動を図るため、また、一般消費者への県産材の利用促進を図るため、木材に関する教育活動や、木工工作コンクールを開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

県産材の需要拡大対策は、県の経済・雇用対策であり、県負担は妥当。

    補助率は、既存制度と同等の率を設定
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	2,160
	①講演会研修会の開催：事業費160千円　補助額80千円
②普及啓発資料作成等の実施：事業費410千円　補助額205千円
③県産材展示会の開催等：事業費2,100千円　補助額1,050千円
④消費者向け相談活動等の実施：事業費900千円 補助額450千円

⑤木育活動の実施：事業費750千円　補助額375千円

	合計
	2,160
	事業費4,320千円　補助額2,160千円


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　県民の県産材利用意識高揚により県産材の販路拡大につなげるため、県産材をＰＲする住宅展示会、講演会開催、県産材利用推進のための協議会開催、普及啓発活動等に対する助成　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	木材業界団体による普及啓発活動や木工コンクールの開催等県民に対する県産材需要拡大を啓発することが目的のため具体的な指標はない。



（前年度の取組）

	木造住宅講習会・研修会の実施、木材利用に関する展示会や巡回ＰＲ活動、相談活動及びパンフレットの作成配布等により、県産材利用の一層の推進を図ってきた。



（前年度の成果）

	　関東圏・中部圏等の住宅需要が多い地区における展示会の開催により、県産材の需要拡大が見込まれる。また、木育活動を継続することは「木の国・山の国」を今後担う世代である子どもたちに、木とふれあう機会を創出することができ、これからの木づかいの推進に不可欠となっている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇

	県産材の需要拡大のためには、木材業界団体による積極的な普及活動支援、木づかい運動等が必要なため必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	県内だけではなく、県外への岐阜県産材のＰＲが図られるため、有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	木材業界団体への補助金であり、効率化は図られている。


（今後の課題）

	消費者に対して具体的な木づかいの提言を行っていく。



（次年度の方向性）
	県内の木材業界が市場の変化に適切に対応し、将来にわたって本県の森林・林業を支えていくため、生産・流通システム改革、新規需要開拓等を促進する事業継続して実施することが必要。



